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ビ 日 本 北東アジア経済圏 束アジア経済圏 アジア経済圏 その他経済圏
ジヽ 国 内 (*2) (NAFTA)(EU)
ス鍾済圏 構成地域 日 本 日本 .朝鮮半島 日本 .中国.NⅠE 日本 .中国 .NⅠE 北米 欧＼ノ･中国東北地方ロシア極東.モンゴル S.ASEAN S.ASEAN.インドetc.
構 成 国 日 本 日本 .韓国 .北朝鮮 日本 .中国 .韓国 日本.中国.帝国.台 アメリカ 材ツ
(対象国) 中国 .ロシア~.モンj)レ ･台湾 .タイ etc.-湾.タイ.インドetc. etc. e上c.
1 生産基地 Ⅰグル-プ シンワ (建築用兵/日 下村工業 (プラス 遠藤製作所 (ゴル
進出目的別 化 企業群 (*3)マルト長谷 本 .大連)[Ⅲ](*4)-朝倉家具 (桐ダンス/ ティツク台所用品/日本 .シンセン)[Ⅲ] フベッド等/日本 .タイ)[Ⅲ]角田製作所 (作業川 (作業工 日本 .青島)[Ⅲ] 高橋ニット(ニッ 工具/日本 .タ
負/日本) 吉田家具 (木製家具/ ト生地生産/日 イ)[Ⅳ]
[Ⅱ](*4) 日本 .青島)[Ⅲ]古寺製作所 (自動車搭載工具/日本.青島)[Ⅲ] 本 .上海近郊)[Ⅲ](*4)第一ニットマーケテイング社 (ニット製品/日本 .内モ ンゴルマックスニット社_(ニッ 製品/日本 .上海~Ⅳ高儀 (家庭用土具等/日本.無錫)
市場獲得 Ⅰグループ企業群 マックスニット社 マルト長谷川 (作 マルト長谷川
シンワ (建薬用工具/日本)[Ⅲ] (ニット製品/ 業工具/タイ) (作業工具
(*4) 日本 .中国) [Ⅱ]′(*4) /アメリカ)
朝倉家具 (桐ダンス/日本)[Ⅲ] [Ⅳ] [Ⅱ](*4)
吉田家具 (木製家具/日本)[Ⅲ] 角田製作所 (作業 マックスニット社
高儀 (家庭用工具等/日本)[血] ･工具/日本 .中 (ニ ット製
下村工業 (プラスティック/日本)[Ⅲ] 国.韓国.台湾) 品/アメリ
高橋ニット (ニット生地/日本) [Ⅳ] カ)[Ⅳ]
[Ⅲ](*4) マル ト長谷川 (作
第一ニットマーケテイング社 業工具/日本 .





ビ 日 本 北東アジア経済圏 東アジア経済圏 アジア経済圏 その他経済圏
ジネ 国 内 (*2) (NAFTA)(EU)
ス経済-圏 構成地域 日 本 日本 .朝鮮半島 日本 .中国 .NⅠE 日本 .ヰ国 .NⅠE -北米 欧･中国東北地方ロシア極東.モンゴル S.ASEAN S.ASEAN .インドetc.
構 成 国 日 本 日本 .韓国 .北朝鮮 日本 .中国 .韓国 日本.中国.韓国.台 アメリカ ドイツ
(対象国) 中国 .ロシア.モンゴル ･台湾 .′＼タイ etc.拷.タイ.インドetc. etc. etc.
2企莱規模 大 企 業
中小企業 Ⅰグループ シンワ 高 遠藤製作所
企業群 (従業員175名) (従業員466名) (従業員363名)
別 朝倉家具 高橋ニット 角田製作所
(従業員 20名)･吉田家具 117古寺製作所 3 (従業員100名)第一ニットマーケテイング社 86マル ト長谷川2下村工琴 5ックスニット社5 (従業員 54名)
3地域レベ 全国レベル
地域 Ⅰグル-プ シンワ (三条市) 高儀 (三条市) 遠藤製作所
企業群 朝倉家具 (白根市) 下村工業 (三条市) (燕 市)
























＼図表Ⅱ-2 三条 ･燕地域の金属製品関連企業の現地法人 (事例)
企 業 名 ＼現 地 法 人 :設立時期






㈱遠藤製作所 タ イ :ENDOTHAⅠCO.,LTD. 平成元年ほかST NLESSSTEELCO.,LTD.
ENDOFORGⅠNGco.,LTD.
下村工業㈱ 中 国 :下村中国製造廠工場 平成7年ほか
香 港 :下村香港有限公司
㈱クツミ 中 国 :抗州愛龍金属制品有限公司 平成3年
アメリカ :TATSUMⅠGUAM USA.,Ⅰnc. 平成元年
共和工業㈱ 中 国 :蘇州共和模具有限公司 平成6年
アメリカ :共和シカゴ工場 昭和61年
山崎金属工業㈱ アメリカ :YAMAZAKⅠTABLEWARE.,Ⅰnc. 昭和55年
シンワ測定㈱ 中 国 :親和測定有限公司 平成3年
(資料)各社ホームページ等より政策銀作成

































































(資料)経済産業省 ｢工業統計表 ･産業編｣､財務省HP｢貿易統計 ･品別国別表｣､
経済産業省 ｢我が国企業の海外事業活動｣ほかより政策銀作成





1988 1990 1993 1995 1998 2000
洋食器 - - - - - -
輸入額 1,426,835 1,956,755 1,472,109 3,428,536 3,179,342 2,992,326
輸出額 22,236,296 24,243,807 18,751,609 13,380,002 14,364,600 10,333,528
製造品出荷額等 60,274,000 61,476,000 51,782,000 3,a,374,000 29,199,000 21,969,000
洋食器輸入比率 3.6 5.0 4.3 13.5 17.6 20.5
洋食器輸出比率 36.9 39.4 36.2 37.8 49.2 47.0
金属プレス製品 - - - - - -
輸入額 16,634,870 36,078,839 35,651,938 44,208,426 64,743,572 87,391,671
輸出額 284,396,071 429,772,996 426,207,288 411,586,574 318,900,003 361,084,567
製造品出荷額等 1,138,394,0001,384,271,0001,309,392,0001,266,044,0001,261,263,0001,235,700,000
輸入上ヒ率 1.9 3.@ 3.9 4.9 6.4 9.1
輸出比率 25.0 31.0 32.6 32.5 25.3 29.2
利器工匠具 .手道具 - - - - - -
輸入額 16,347,194 21,451,629 14,809,125 19,354,858 21,004,651 22,714,477
輸出額 19,412,423 23,377,985 17,350,358 14,105,708 13,597,984 14,623,891
製造品出荷額等 104,261,000 112,415,000 103,768,000 109,195,000 102,952,000 92,941,000
輸入比率 16.2 19.4 14.6 16.9 19.0 22.5
輸出比率 18.6 20.8 16.7 12.9 13.2 15.7
作業工具 - - - - - -
輸入額 2,322,778 4,192,357 4,082,377 4,794,929 5,246,496 5,400,965
輸出琴 10,649,013 ll,717,592 9,682,575 8,620,038 6,858,180 5,802,791
製造品出荷額等 103,429,000 124,346,000 109,551,000 99,743,000 88,581,000 80,056,000
輸入比率 2.4 3.6 ･3.9 5.0 6.0 6.8
輸出比率 10.3 9.4 8.8 8.6 7.7 7.2










三 条 市 燕 市
輸出比率 I(平成12年)金属プレス製品 26% 洋食器 47%
利器工匠具 .手道具 16%作業 具 7 金属プレス製品 29%
輸入比率 (平成12年)利琴工匠具 .手道具 23% 洋食器 21%
金属プレス製品 9%作業工具 7 金属プレス製品 9%
輸出入状 燕市の方が輸出入依存度が高く､｢分業体制｣が発達
(資料)経済産業省 ｢工業統計表｣､財務省HP｢貿易統計｣､ヒアリング等より政策銀作成








0 '~〟/i,欧 米 諸 国 向 け
〟/i,欧 米 諸 国 向 け
1990 1 9 9 1 1 99 2 1 993 199 4 1 995 1996 1 997 1998 199 9 20002001 (年 )
(資料)財務省HP｢貿易統計 ･品別国別表｣














宥 葱 喜琵男妾-,i;∫ そ の-他 _国 製 p品
/;I///
琵拶パ ヽ ′ 三 ロ
欧 挙 諸 国 製 ロ口
1990 1991 19921993 1994 1995 1996 1997 1 998 1 9 99 20002001 (年)
(注1)製造品出荷額調査対象事業所 :従業者4人以上
(注2)輸入比率 :輸入額÷国内市場規模 (製造品出荷額+輸入額一輸出額)×100(%)
(資料)経済産業省 ｢工業統計表 ･品目編｣､財務省HP｢貿易統計 ･品別国別表｣






























独資)､香港5社 (全て合弁)､オーストラリア1社 (合弁)､スペイン1社 (独資)∴日本1社 (合弁)
(注4)となっている｡ つまり､かれらの一部は､中国を生産基地として活用することによってコスト





ドイツ製品 (ブランド名 ;HENCELS)は高級品であり高価格品であると云える｡ 他方､ ドイツ製品と




























NoL 企業名称 企業区分 主要製品等 電話番号
天津市⑰ 1 天津群益餐具有限公司 中国企業 ズテンレス食器 022-22222222
2 天津慶源餐具有限公司 独資 (米国) ステンレス食器 022-28697449
3 天津市天辰餐具有限公司 合弁 (香港) ステンレス組食器 022-26340007
4 天津珍亨餐具有醸公司 独資 (韓国) ステンレス食器 022-26998948
5 天津市餐具公司 中国企業 ステンレス食器 022-27389410
6 世新 (天津)餐具有限公司 独資 (米国) ステンレス食器 022-28518545
7 津南餐具廠 中国企業 ステンレス食器 022-28690061
8 天津市群益餐具有限公司 中国企業 ステンレス食器 022-28690152
9 天津樹海餐具廠 中国企業 ステンレス食器 022-28690313
10 天稽天津餐具有限公司 合弁 (米国) ステンレス食器 022-28691524
ll 天津益豊餐具有限公司 中国企業 . ステンレス食器､食器 022-28692661
12 天津紅聾餐具有限公司 合弁 (米国) ステンレス食器 022-28696448
･13 天津市団結餐具廠 中国企業 ステンレス日用品 022-28836304
14 天津長潤餐具有限公司 合弁 (米国) ステンレス食器､食器 022-28858392.
15 天津市静海県興梅餐具加工廠 中国企業 ステンレスナイフ 022-68651093
16 天津市静塘高梢餐具廠 中国企業 ステンレス食器 022-68865103
広東省⑩ 18 広東省番掲市餐具総廠 独資 (韓国) ステンレス食器等 020-84936478
19 番吊貢江餐具有限や司 中国企業 ステルス食器､プラスチック食器 020-84990756
20 広州華裕西餐具有限公司 合弁 (香港) ステンレス食器 020-86861561
21 新会市司前鎮永聯餐具願 中国企業 ステンレス食器 0750-6578087
22 江城城西餐具廠 中国企業 ステンレス食器 0662-3102204
23 鶴山市華登高質餐具有限公司 合弁 (オストラリア) ･ステンレス食器 0750-8820182
24 探馴泰新冠華餐具有限公司 中国企業 ステンレス製品等 0755-28608818
25 南海市餐具廠 中国企業 ステンレス食器 0757-5228898
26 南海市奇楼聯豊不鋳餐具廠 中国企業 ステンレス食器 0757-5550333
No. 企業名称 企業区分 主要製品等＼ 電話番号
山東省⑥ 28 青島福進餐具有限公司 独資 (韓国) ステンレス食器 0532-7237400
29 山東餐具総公司 中国企業 ステンレス食器等 0543-8212242､-
30 陽信凝高餐具有限公司 中国企業 ステンレス食器等 0543-8213832
31 陽信県華豊餐具有限公司 中国企業 ステンレス食器 0543-8691029
32 陽信県巽鼎餐具公司 中国企業 ステンレス食器 0543-8691101
33 山東省陽信県源遠餐具有限公司 中国企業 ステンレス食器等 0543-8691463
河北省⑤ 34 石家庄太平洋餐具有限公司 中国企業 ステンレス食器等 0311-6689075
35 東義不鋳鋼餐具制品有限公司 中国企業 ステンレス食器､プラスチック鯛 0317-3680217
36 黄騨市世迭不鋳鋼餐具有限責任公司 中国企業 ステンレス食器 0317-5218224
7 海興県海法餐具有限公司 合弁 (香港) ステンレス食器 7 2296
38 探州市太古庄郷餐具廠 中国企業 ステンレス食器 0318-3426589
漸江省④ 39 寧波永瑛餐具有限公司 中国企業 ステンレス食器､旅行用品等 0574-65562575
40 紹興悦氏餐兵制品有限公司 中国企業 ステンレス食器 0575-2117217
41温州佳美餐具有限公司 独資 (スペイン) ステンレス食器 0577-67392066
42 温州市甑海餐具廠 中国企業 ステンレス食器 0577-88413156
上海市@ 43 上海銀華餐具有限公司 合弁 (香港) ステンレス食器 021-595095594 柿名 制造有限公司 独資 米国 9616
逮寧省② 45 営口大明餐具有限公司 中国企業 ステンレス食器 0417-62511156 遼陽市日升餐具有限公司 合弁 (日本) 日用品 9330244
江蘇省.@ 47 眉束市新浪餐具有限公司 中国企業 ステンレス食器 0513-36999468 常州 金姦 廠有限公司 合弁 (香港) 96855
福建省@ 49 度門嘉美餐具工業有限公司 中国企業 ステ1レス食臥木馴＼型家具 0592-2091575






価 格 品 番 価 格 品 番 価 格 寸法 .長
(元/本) (元/本) (元/本) (mm)
メインナイフ 103 02784-038 16.2 02782-278 6.1 207
メインフォーク 46 02784-021 14.4 02782-021 6 182
メインスプーン 45 02784-026 14.4 02782-026 6 180
スープ用スプーン 36 02784-165- 13.2 02782-165 5 ノ′ 170
コーヒースプーン 25 02784-086 9.6 02782-086 3.1 112
バターナイフ 93 02784-029 18 02782-129 3 155
ケーキ用ナイフ 95 02784-058 17.4 02782-378 1.2 120
ケーキ用フォーク 40 02784-041 12.6 02782-041 6 110
(2)百貨店における店頭価格
No. 輸入国 ブランド名 セ ッ ト 本 数 品 番 価格 (元/組)
1 ドイツ HENCKELS 24本 02784-32 1,848
2 ドイツ HENCKELS 19本 02782-82 548
3 ドイツ HENCKELS 4本 02786-00 188
4 韓国 TOPMATE 12本+予備用､長短スプーン､ケーキ用等各6本 MS-2800 82P
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Na 工具名称 生 産 国 規 格 ブランド名 価格 (元)
1 ペンチ 日本 150mm KTC 102.00
200mm KTC 109,00
ドイツ 150mm K印 224.00
200mm K印 272.00
中国 150mm 安倍 28.20
200m 安倍 35.70
2 ラジオペンチ 日本 150mm KTC 87.00
200mm KTC 92.00
ドイツ 150mm K印 220.00
200mm K印 312.00
中国 150mm 安信 25.70
200mm 安信 28.40
3 ニッパー 日本 150mm KTC 53.00
200mm KTC 62.00
ドイツ 150mm K印 214.00
200mIn K印 258.00
中国 _150mm 安信 26.60
200m 安信 31.20
4 モンキーレンチ 日本 150mm KTC 59.00
200mm KTC 79.00
ドイツ 150mm beta 92.00
200mm beta 118.00
中国 150mm 安倍 20.80
5 スパナ 日本 160mm(兼用) KTC 44.00
180mm(兼用) KTC 71:00
ドイツ 160mm(兼用) beta 59.00
180mm(兼用) beta 85.00
中国 160m (兼用) 安信 ll.50
180mm(兼用)一安信 14.00
6 ドライバー 日本 150mm KTC 14.00
200mm KTC 16.00
ドイツ 150mm beta 38.00
200mm beta 49.00


































とである｡いわゆる ｢JAPANブランド育成支援事業｣がそれである ｡ それは中国に対する ｢市場獲得
型ビジネスモデル｣と深く関わって登場してきている｡ 例えば､燕商工会議所の ｢燕製品 中国販路開
拓プロジェクト｣及び三条商工会議所の ｢SANJO発 グローバル ･ブランド構築支援プロジェクト｣






















































開発力強化 ･ブランド再構築を担う ｢本社｣機能と も`のづくり'の基盤を担う ｢工場｣との連携を不























図表Ⅱ-12 地場産業 (製造業)における競争力の源泉 :以前と現在 (イメージ図)
<以前>































例1 技術と技能の融合 (金型産業 (㈱ツバメックス))｡
例2 以前なら低価格 ･高品質ならある程度売れたが､現在は市場ニーズの把握も同時に必要｡








ミュージアムの 斐 備 三 条 市 ◇刃物類の材料製造 .販売を行っている山村製作所が､鍛冶職人の作品
を集めた鍛冶ギャラリーを開業し､一般の方が鍛冶作業を体験できる
道場も併設 (平成15年)
北九州市 ◇市内企業の技術革新の物語を映像で紹介したり､地域の技術者が高皮な技を実演したりする ｢北九州産業技術博物館 (仮称)｣を設置 (辛
成18年開業予定)
象 徴 的 東大阪市 ◇東大阪市の約50名の中小企業経営者等が､｢東大阪宇宙開発協同組合｣プロジエク.ト ･を設立し､人工衛星 ｢まいど1号｣打ち上げを目指す (平成17年予定)
実 演 三 木 市 ◇三木工業協同組合､全三木金物卸商協同組合等が､東京や神戸の専門小
売店を対象に､金物製造を実演○来場者には技術者が対応 (平成16年)
大学等と連携 江戸川区 ◇江戸川区､同区在住の伝統工芸職人､美術系の大学 (多摩美､女子美､東京造形)が連携し､新製品の共同開発.市場開拓を実施.(平成15､16年)
新規格づくり 今 治 市- ◇四国経済産業局､愛媛県､四国タオル工業組合 (今治市)は共同で､リサイクルや寵菌性の新規格を作成し消費者にアピ-ルできないか検
討開始 (平成16年)
人 材 育 成 三 条 市 ◇県立三条テクノスクールに､高校生卒業生等を対象に金型加工等のデザインを学べる工業デザイン科を県内テクノスクール (5校)では初
めて設置 (平成15年)
記念日の創設 燕 市 ◇燕市業者が中心の日本金属洋食器工業協同組合は､ナイフにちなんで7 (ナ)月12(イフ)日を の日と定め､市内小中学校等でイベ
(資料)各種新聞等より政策銀作成





















































































金属プレス (鉄､鋼､アルミ) 金属プレス (ステンレス､非鉄)
集積が高いもの 圧延 金属彫刻､金型､めっき


















































第 1段階 一自社Webサイ トの確立-
ド(:≡霊 (不特定多数､準定少数')望 売
提案



























商品の流れを ｢供給の鎖 (SupplyChain)｣に捉え､それに関与する部門 ･
企業間で情報を共有することで､同プロセス全体の最適化を目指す戦略的経営
手法をいう｡ ｢地域SCM体制｣とは､こうした体制 (仮想工場)を三条 ･燕地
域につくることをいう｡
(資料)各種資料､ヒアリング等より政策銀作成























営 業 設 計 データ 資 材 機 械 測 定 仕上げ
設計図 3NC FC NC機 金型部品 成型班
工程設定 2NC 鋼材 高速機 製品 型抜班
型図面 その他 工具 5面加工
部品図 ノ 規格品 旋盤
部品表 熱処理 ワイヤー
金型工 >現場ノウ-ウ ･塑性加工技術
























































ではこうした人材を如何にして養成 ･育成するのか (注33)｡つまり養成 ･育成方法が最後に問われ




















































(注 8)日本政策投資銀行新潟支店 『三条 ･燕地域の企業活力の源泉に学ぶ一地域産業振興に向けての
ケーススタディーー』[2004年6月]p.28参照｡




































































































(注30)椎谷福男 ｢新潟県の産業クラスター形成について｣(新野経営大学 ･地域活性化研究所 ･学内
研究会 [2004年9月29日]報告資料)参照｡
(注31)新潟県集積において求められている人材像については､姥名裸彦 ｢産業 ･就業構造の変容と人














題一中国 ･アジア留学生教育の新たな視点-』(新潟経営大学 ･平成16年度学内共同研究 ･デ
ィスカッションペ-'パー [URL])｢IV.中国･アジアビジネスにおける人材育成の課題｣p.13
-18を参照されたい｡







図表Ⅱ-19 遼陽市日升餐具有限公司 (英文社名 :LiaoyangYaxelTab一ewareCoHLtd.)
住所 .中国遼寧省遼陽市自塔区鉄西路3号
電話番号 0419-3302313､330241.4､3302781 FAX番号 -0419-3306647
URL http://www.yaXel.com/ E-mail yaXel8@mail.lyptt.ln.cn







機 器 名 称 数量㈲ 機 器 名 称 数量尉
研磨プレス旋盤 160トン 4 溶着機 3
80トン 1 熟印刷機 1
63トン 4 洗浄機 2
40トン 5 ローラー延ばし機 4
30トン 1 _切断機 1
25トン 3 プレス設備 23
16ト㌢ 1 手動研磨機 8
歯付機 3 自動研磨機 13
歯研磨機 6 インジェクション成型機 1




図表Ⅱ-20 企業間連携 :｢商品開発｣の事例 (明道㈱､ブランドの名称 :SHARAKUMONO)
【メーカー ･運送業者】
海外メーカー ※データベース化を要請 【当 社 ほ か 】








運 送 業 者
市 場 調 査 ニーズの把握





















総合的人材甲育 山形県長井市 ◇平成10年､技術 .技能 .経営センス.地域社会への貢献等の.様々な能力を併せ持つ人材育成のために､マイスター塾で人材育成
成 を開始○企業間の交流強化にも寄与o同様な取り組みを行っている他地域との交流も発生○(厚生労働省 ｢地域人材育成総合プ
ロジエクト事業｣の一環○





























































北東アジア経済圏 ([補論 Ⅰ]参照)とりわけその実体をなすビジネス経済圏は日本企業の中国 ･韓
国進出を基軸とするビジネス ･ネットワークによって担われている ([補論 Ⅰ]参照)｡従って､北東ア
ジアにおいては､ビジネス ･ネットワーク展開のためのインフラ整備とりわけソフト･インフラの整備






























































































視点-』(新潟経営大学 ･平成16年度学内共同研究 ･ディスカッションペーパー [URL])｢Ⅲ-
2.企業価値転換論と知的人材育成の意義｣p.ll-12を参照のこと｡
(注8)姥名保彦 ｢序｣(新潟経営大学 ･共同研究プロジェグト『アジア企業進出を巡る問題点と課題一





















は以下の通りである｡ ｢北東アジア経済圏｣は日本､朝鮮半島 (韓国 ･北朝鮮)､中国東北地方､ロシア

























億 ドル (2002年)に達しており､アジア (世銀区分 ;24カ国)の80.3%､世界の18%を占めている｡貿
易額でも同じく2兆776億 ドル (2003年)と､アジア (東アジア ;アジアNIES+ASEAN+中国+日本)




















































































































































































1992 1994 1996 1998 2000 ㈹
(備考)1.日中投資促進機構 ｢日系企業アンケート調査集計 ･分析結果｣(第2次～第6次)等より
作成｡





































図表補 Ⅱ-3 わが国製造業の中国 ･香港向け直接投資額の推移
?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ?? ??? ?
??????????-.電気 - 輸送機
---機械 一一鉄.非鉄
- 織推 - ･化学
･-..木材.一一一食料
198919901991199219931994199519961997199819992000201㈹
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- .扇風機 - カラ_-TV
---洗濯機 -一一冷蔵庫
1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001(年)
(備考)中国国家統計局 『中国統計年鑑』より作成｡
(3)沿海都市部の消費財の世帯普及率 (2001年)
冷蔵庫 洗濯機 電子レンジエアコン カラーTV DVD パソコン 携帯電話 カメラ
北京 106.6~ 102.2 67.6. 89.7 148.9 n.a. 45.3 n.a. n.a.
天津 102.6 95.6 43.0 73.8 134.0 41.0 21.2 n.a. 59.6
山東 -87.9 90.8 19.6 32.0 116.9 37.0 13.4 31.7 51.0























































































































- ..級椎 ･..-電気機械 .･....鉱工業
･A･:..･.･･･,････P･''' ''1 /
a _= ･;^ - {-ニI--------･■■











そこで集積地域別の海外生産比率をみてみると (注6)､諏訪 (精密機械)約25%､山形 (電子部品)







るのである｡ 例えば近畿6.3% [2001年](なお2000年には5.9%であった)､北海道5.9% [同](同約5.7







































図表 補Ⅱ-9 ｢ビジネス経済圏別ボーダレス ･ビジネスモデル｣(*1)の類型化
ビ 日本 北東アジア経済圏 東アジア経済圏 アジア経済圏 その他経済圏
ジネ 国内 (*2) (NAFTA)(EU)
ス鍾済圏 構成地域 日 本 日本 .朝鮮半島 日本 .中国 .NⅠE 日本 .中由 .NⅠE 元米 欧･中国東北地方ロシア極東.モンゴル S.ASEAN S.ASEAN .インドetc.
構 成.国 日 本 日本 .韓国 .北朝鮮 日本 .中国 .韓国 日本.中国.韓国.台 アメリカ TIJツ
(対象国) 中国 .ロシア.モンゴ/レ ･台湾 .タイ etc.拷.タイ.インドetc. etc. etc.
1 生産基地 第 Ⅰ. 第Ⅲ.Ⅳ類型企業群_第Ⅲ.Ⅳ類型企業 第Ⅲ.Ⅳ類型企業 第Ⅲ.Ⅳ類型
進出目的別 化 Ⅱ類型-企業群 群 群 企業群
市場獲得 第 Ⅰ.Ⅲ.Ⅳ類型企業群 第Ⅱ.Ⅳ類型企業 第Ⅱ.Ⅳ類型企業 第Ⅱ.Ⅳ類型
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ビ 日本 北東アジア経済圏 束アジア経済圏 アジア経済圏 その他経済圏
ジヽ 国内､ 仁2) ㌔(NAFTA)(EU)
ス経済圏 構成地域 日 本 日本 .朝鮮半島 日本一.中国㌧.NⅠE 日本 .中国 .NⅠE 北米 欧-.中国東北地方･ロシア極東.モンゴル S.ASEAN S.ーASEAN .インドetc.
構 成 国 日 本 日本 .韓国 .北朝鮮 日本 .中国 .韓国 日本.中国.韓国.台 アメリカ fI1ツ
(対象国) 中国 .ロシア.モンゴル ･台湾 .タイ etc.拷.タイ.インドetc. etc. etc.
2企莱別 大 企 業 第Ⅳ類型企業群 第Ⅳ類型企業群 第Ⅳ類型企業群 第Ⅳ類型企業癖 第Ⅳ類型企業群_
中小企業 第 Ⅰ.Ⅱ類型企業群 第Ⅲ類型企業群 第Ⅲ類型企業群
























































世界シェア 約9割 848億円 (2002年実績)
･有機液晶材料 (偏光板)
世界シェア 約8割 1,100億円 (2002年実績)
･フォトレジスト





世界シェア 約5割 2,230億円 (2001年実績)
･半導体製造装置のうち､
露光 .描画装置 -世界シ土ア 約6-割 2,915億円;
′(20PO年実績)
塗布 .現像装置 世界シエナ 約7割 1,874億円
(2000年実績)























































していたが-､それに対して､品質や信頼性などの非価格要因や､感性 ･知性 ･文化性 (注8)どの非























































は国内で展開される (下図 [図表 補Ⅲ-4-(1)非ボーダレス経営におけるBPNの展開]を参照の
こと)｡ところが ｢ボーダレス経営｣の下ではM.P部門のみならずPr.P部門もまたボーダレスなネット
ワーキングに組み込まれてしまい､ついには国内でのネットワーキングはPl.Pのみに止まるという事態













































































生産 ･大量消 費型市場構造)から後者 (多品種少量生産 ･大量消費型市場構造)へと変化し
つつある訳だから､中小企業の有利性はますます強まるということになる｡さらに､社会的 ･
文化的 ･知的ニーズの変化は地域を基盤にして台頭しているということも重要である｡環境 ･




























知的 ･文化的 ｢パワー｣一に依拠すべきだとする考え方 r(小峰隆夫 ｢総合国力と日本｣[日本
経済新聞2004年10月4日～10月14日]参照)と文脈を共有している､ということを見落しては
ならないのである｡
























































































































(注16)なお詳しくは姥名保彦 ｢第Ⅴ部 [補論]｣(新潟経営大学 ･共同研究プロジェクト『アジア企業
進出を巡る問題点と課題一新潟県中越集積企業の ｢ボーダレス経営｣研究-』[2003年11月])
p.167-178を参照されたい｡






(新潟経営大学 ･地域活性化研究所 『自動車産業における軽量化 ･LCA化および企業情報ネッ
トワークに関する研究』[2004年3月])p.60-62を参照されたい｡
(注19)-イブリッドカー ｢プリウス｣の "エコカー"としての成功を機に一気にゼッグスリーの地位























































図表 補Ⅲ-8 国内の トップ交代13品目と上位 3杜のシェア
ダイキン工 業 松下電器産業- 東芝キャリア
16.5 (3 .5 ) ･15.4 (0.0) 14.0(▲0.2)
キヤノ ン 富士写真フイルム ソ ニ ー≡i-:フて~:イ I
ツト商 16.6~(.1.5) 15.0(▲5.2) 14.6(▲2.1)
;i=泰襲 松下電器産業 日立H&L 東芝22.8 (1.6) 20.7(▲1.8) 19.1(▲0.9)
P&G.ファー イーえト. 花王 ライオン
き…;襲=襲 襲=襲撃_=≡;_=-
⊂コ口口効果 インク 34.7 (2.8) 30｣9(▲1.5) 25.2(▲1.2)
ヴエスタス.ウインド.シス _ゼネラル-.エレクトリック ノルデックス
･義 6-=.I-=壷蔽
テムズ 33.5(21.9) 20.3(18.2) 10.9(10.3)
住友重機械工業 日精樹脂工業 ファナック
射ヰ 襲撃≡ 21.1 (~2.3) 18.3(▲1.7)- 16.3-(▲0.7)
素 麺 東宝 ワ-ナ-.プラザ-ズ映画 ブエナビスタインクーナシヨ.20.7~ (4.9) - 17.2 (0.4) ナルジャパン10.2 (2.1)
事 日本製紙 王子製紙 大王製紙
27.9 (8.6)- _24.8(▲0.1) 8.9 (0.4)
業統Al:コ効 31.1 (-) 13.9 (-) 13.8 (-)
古河スカイL_17.9 (-) 神戸製鋼所 15.8 (0.5) 住友軽金属工業15.7(▲0.5);I'=:1i-f;=5{-=;=-;g
新日鉄住金ステンレス 日新製鋼 JFEスチール
果 29.3 (-) 18.8(▲0.5) 18.1 (1.3)
JALグループ ANAグル-プ スカイマークエアラインズ
48.7 (0.6) 46.9(▲1,8) 1.9 (0.6)
堰価 日立 造 船 新 日本製鉄 タクマ









デ ル (栄) H P (栄) ⅠBM (米)
16.7 (1.7) 6.2 (0.4) 5.8 (0.0)
ノキア (フィンランド) モトローラ (米) サムスン電子 (韓)
･34.7 (▲0.4) 14.5 (▲2.4) 10.5 (0.8)
ヽ - 人 申 F)
'8日フ~
ソニー 23.0 (3.6) キヤノン 21.7√(3.5) オリンパス15.0 (▲1.0)
拳催事 松下電器産業 / フィリップス (蘭) パイオニア
42.5 (▲7.5) 14.8 (4.7) 14.2 (▲4.0)
■ll■ 19.4 (4.0) 15.8 (▲1.7) 15.6 (4.9)
安登 =蕪 サムスン電子 マイクロン (米)I インフイ土オンテクノロジー28.6 (▲3.6) 19.1 (1.0) ズ(独 16.3 (3.6)
.華轟 ネ凍~≡ LGフィリップスLCD(韓) サムスン電子 (韓) シャープ












DVD録再機 (松下電器産業)､ビデオカメラ (ソニー)､液晶テレビ (シャープ)､デジタルカメラ
(ソニー)､プラズマパネル (富士通日立プラズマディスプレイ)､太陽電池 (シャープ)､フイルムカ
メラ (キヤノン)､腕時計駆動装置 (セイコーグループ)､多関節ロボット (ファナック)､産業車両
(豊田自動織機グループ)
(出所)日本経済新聞社 ｢主要商品 ･サービス㌢ェア調査 (2003年)｣(日本経済新聞2004年7月26日)
より｡
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図表 補Ⅲ-10 トヨタの海外展開
-106-
(出所)日本経済新聞社20004年9月7'日より｡
